
 

 

 

 

 

平 成 ３ ０ 年 度 

 

 

 

当 初 予 算 案 概 要 書            
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大  治  町 

 

 



 

目 次 

 

○一般会計                  １頁  

 

○国民健康保険特別会計           ２９頁  

 

○土地取得特別会計             ３３頁  

 

○介護保険特別会計（保険事業勘定）     ３４頁  

 

○介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） ４０頁  

 

○公共下水道事業特別会計          ４２頁  

 

○後期高齢者医療特別会計          ４５頁 



 

 

当 初 予 算 案 総 括 表 

（単位 千円） 

会 計 名 

平成 30 年度 

当初予算額 

 

（Ａ） 

対 前 年 度 

比率（％） 

 

（Ａ/Ｂ）×100 

平成 29 年度 

予 算 額 
比 較 増 減 

当 初 
 
（Ｂ） 

現 計 
（１月末） 

（Ｃ） 

当初比 

（Ａ－Ｂ） 

現計比 

（Ａ－Ｃ） 

一 般 会 計 9,023,000 110.0 8,200,000 8,706,126 823,000 316,874 

国民健康保険 

特 別 会 計 
3,049,258 86.9 3,509,847 3,667,632 △460,589 △618,374 

土 地 取 得 

特 別 会 計 
200 44.7 447 447 △247 △247 

介 護 保 険 

特 別 会 計 
1,594,296 104.2 1,529,308 1,576,760 64,988 17,536 

 保険事業勘定 1,577,252 104.4 1,511,459 1,558,911 65,793 18,341 

 
介護サービス 

事 業 勘 定 
17,044 95.5 17,849 17,849 △805 △805 

公共下水道事業 

特 別 会 計 
530,773 96.8 548,083 552,474 △17,310 △21,701 

後期高齢者医療

特 別 会 計 
569,153 104.7 543,808 546,803 25,345 22,350 

合  計 14,766,680 103.0 14,331,493 15,050,242 435,187 △283,562 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一  般  会  計 
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１．平成３０年度当初予算編成について 

 

内閣府が公表した平成３０年１月の月例経済報告によると、我が国の経済は、景気は

緩やかに回復しており、先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種

政策の効果もあって、緩やかに回復していくことが期待されます。ただし、海外経済の

不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要があるとされています。 

こうした状況の下、大治町において当初予算を編成するにあたり、歳入面において、

町税では、納税義務者の増加による個人住民税の増収が見込まれるものの、固定資産税

及びたばこ税の減収が見込まれます。また、地方財政対策により地方交付税の減収が見

込まれるため、補助金及び基金の有効活用を図り財源の確保に努めていきます。 

一方、歳出面においては、子育て世代の支援として、妊娠期から子育て期の切れ目の

ないきめ細かな相談支援体制を構築するため「子育て世代包括支援センター」を設置し

子育て環境の充実を図り、「大治はなつね保育園」の開園など増大する保育に対するニー

ズにも対応していくとともに、教育委員会委員の活動を拡充し、学校教育現場の充実を

図っていきます。 

また、高齢者福祉として、生活習慣病予防・生きがいづくりを推進するための健康づ

くり教室や講座を充実させるとともに、スポーツセンターメインアリーナの安全性向上

を図るため天井を撤去し、あわせて、空調、消防設備及び照明設備を改修し、健康で快

適に住み続けることができる環境の整備に努めます。 

さらに、水害対策として引き続き準用河川円楽寺川の浚渫を行い、大規模災害に備え

て砂子防災公園整備に伴う用地買収を行うとともに、災害発生時の災害拠点である役場

庁舎の長寿命化及び継続的な運営の実施のために耐震点検を行い、また、避難所の運営

に必要な備品を充実させ、安心安全なまちづくりを着実に進めていきます。 

今後も、世代間の公平に配慮し、将来世代に過度な負担を残さないよう財政規律を保

ちつつ、健全で計画的な財政運営に努め、町の新たな魅力づくりにつながる事業を展開

し、元気で笑顔あふれるまちづくりを目指して、平成３０年度当初予算の編成を行いま

した。 
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２．予算規模 
  

一般会計の予算総額は、前年度当初８２億円に対し、本年度当初９０億２，３００万

円とし、前年度当初対比１０．０％（８億２，３００万円）の増を計上しました。 

 

３．歳 入 

（１）町税 

   町税については、固定資産税の評価替えによる減収及び町たばこ税の減収が見込ま

れるが、納税義務者の増加による個人町民税の増収が見込まれることから、町税全体

では、前年度当初３７億５，２９４万８千円に対し、本年度当初３７億６，５０６万

６千円とし、前年度当初対比０．３％（１，２１１万８千円）の増を計上しました。 

（２）地方譲与税 

   地方譲与税については、前年度当初７，７２０万円に対し、本年度当初７，９１０

万円とし、前年度当初対比２．５％（１９０万円）の増を計上しました。 

（３）利子割交付金 

   利子割交付金については、前年度当初６２０万円に対し、本年度当初６６０万円と

し、前年度当初対比６．５％（４０万円）の増を計上しました。 

（４）配当割交付金 

   配当割交付金については、前年度当初２，８８０万円に対し、本年度当初２，５７

０万円とし、前年度当初対比１０．８％（３１０万円）の減を計上しました。 

（５）株式等譲渡所得割交付金 

   株式等譲渡所得割交付金については、前年度当初２，９３０万円に対し、本年度当

初２，２５０万円とし、前年度当初対比２３．２％（６８０万円）の減を計上しまし

た。 

（６）地方消費税交付金 

   地方消費税交付金については、一般財源分として２億６，１２０万円、社会保障財

源分として２億４，１９０万円を見込み、前年度当初４億８，６５０万円に対し、本

年度当初５億３１０万円とし、前年度当初対比３．４％（１，６６０万円）の増を計

上しました。 

（７）自動車取得税交付金 

   自動車取得税交付金については、前年度当初３，９５０万円に対し、本年度当初３，
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８５０万円とし、前年度当初対比２．５％（１００万円）の減を計上しました。 

（８）地方特例交付金 

   地方特例交付金については、住宅借入金等特別税額控除に伴う個人町民税の減収を

補てんする減収補てん特例交付金として、前年度当初３，９７７万円に対し、本年度

当初５，２３０万円とし、前年度当初対比３１．５％（１，２５３万円）の増を計上

しました。 

（９）地方交付税 

   地方交付税については、普通交付税を５億５，０００万円、特別交付税を過去の実

績から５，０００万円見込み、前年度当初６億１，０００万円に対し、本年度当初６

億円とし、前年度当初対比１．６％（１，０００万円）の減を計上しました。 

（10）交通安全対策特別交付金 

交通安全対策特別交付金については、前年度当初５００万円に対し、本年度当初４

８０万円とし、前年度当初対比４．０％（２０万円）の減を計上しました。 

（11）分担金及び負担金 

   分担金及び負担金については、保育所運営費保護者負担金現年度分として１億１，

６３４万８千円を見込むなど、前年度当初１億６４８万９千円に対し、本年度当初１

億１，６９１万円とし、前年度当初対比９．８％（１，０４２万１千円）の増を計上

しました。 

（12）使用料及び手数料 

   使用料及び手数料については、道路占用料として１，４９８万１千円を見込むなど、

前年度当初７，８９０万６千円に対し、本年度当初７，９１６万２千円とし、前年度

当初対比０．３％（２５万６千円）の増を計上しました。 

（13）国庫支出金 

   国庫支出金については、砂子防災公園整備事業に伴う財源として、社会資本整備交

付金５，０００万円を見込み、スポーツセンターメインアリーナ天井等改修事業に伴

う財源として、社会資本整備交付金２，２０４万２千円を見込むなど、前年度当初１

１億６，９０９万５千円に対し、本年度当初１１億５，８６６万３千円とし、前年度

当初対比０．９％（１，０４３万２千円）の減を計上しました。 
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（14）県支出金 

   県支出金については、都市計画道路を整備するための費用の財源として、都市計画

街路整備費補助金４，６５０万円を見込むなど、前年度当初７億１，５４３万４千円

に対し、本年度当初７億７，２６０万８千円とし、前年度当初対比８．０％（５，７

１７万４千円）の増を計上しました。 

（15）財産収入 

   財産収入については、前年度当初１２６万１千円に対し、本年度当初９５万１千円

とし、前年度当初対比２４．６％（３１万円）の減を計上しました。 

（16）寄附金 

   寄附金については、前年度当初と同額の２千円を計上しました。 

（17）繰入金 

   繰入金については、財源調整のため、財政調整基金から６億２，０００万円、公園

整備事業の財源として都市計画整備基金から４３６万２千円を見込むなど、前年度当

初３億９，５１１万円に対し、本年度当初６億２，４３６万７千円とし、前年度当初

対比５８．０％（２億２，９２５万７千円）の増を計上しました。 

（18）繰越金 

   繰越金については、前年度当初９，２５１万１千円に対し、本年度当初８，８０８

万２千円とし、前年度当初対比４．８％（４４２万９千円）の減を計上しました。 

（19）諸収入 

   諸収入については、前年度当初１億１，６９７万４千円に対し、本年度当初１億１，

９７８万９千円とし、前年度当初対比２．４％（２８１万５千円）の増を計上しまし

た。 

（20）町債 

   町債については、砂子防災公園整備に伴う公共事業等債として９，０００万円、都

市計画道路整備に伴う地方道路等整備事業債として４，３６０万円、スポーツセンタ

ーメインアリーナ天井等改修事業に伴う公共事業等債として１億２，１００万円及び

一般事業債として３億１，９２０万円並びに財源不足を補てんするため、臨時財政対

策債として３億９，１００万円を計上しました。 
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４．歳 出 

（１）議会費 

   前年度当初１億１８４万７千円に対し、本年度当初１億２１万５千円とし、前年度

当初対比１．６％（１６３万２千円）の減を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

1款 議会費  1項 議会費  1目 議会費 

○議員人件費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・議員共済会負担金 
15,033千円 

(15,616千円) 

地方議会議員年金制度廃止に伴う経過措置とし

ての給付に要する費用の公費負担を計上する。 

○議会運営費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・印刷製本費 
848千円 

(834千円) 

町民に親しまれる議会、開かれた議会への取り

組みのため、議会だよりの発行（4回）などの経

費を計上する。 

○議会ＩＣＴ化事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・議会ＩＣＴ化事業 

内訳 

システム通信料 

端末機器等借上料 

2,051千円 

(4,223千円) 

1,066千円 

985千円 

議会運営の効率化に資するため、会議システム

を活用し、全議員にタブレット端末を貸与する

経費を計上する。 

 

（２）総務費 

   総務費については、前年度当初１０億１，６５５万２千円に対し、本年度当初１１

億９，４１６万７千円とし、前年度当初対比１７．５％（１億７，７６１万５千円）

の増を計上しました。 

 主な事業は、次のとおりです。 

2款 総務費  1項 総務管理費  1目 一般管理費 

○行政活動推進費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・地区集会所建設事業費

補助金 

3,200千円 
老朽化に伴う馬島地区集会所の建替事業に対す

る補助金を計上する。 
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2款 総務費  1項 総務管理費  5目 財産管理費 

○庁舎管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・役場庁舎耐震点検等 

業務委託料 

10,000千円 

災害発生時の災害拠点である庁舎の耐震性及び

老朽化を点検し、補強・改修費用の概算金額を

算出する。また、災害による停電時における電

源の確保について、調査・検討を行う。 

【新規】 

・役場庁舎２階防犯機器

設置工事 

768千円 
庁舎 2 階の防犯対策のため、侵入者感知センサ

ーを設置する。 

○公用車管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・公用車購入費 
6,970千円 

(1,543千円) 

購入から 15 年を経過する 29 人乗りの自家用乗

合バス 1台を更新する。 

 

2款 総務費  1項 総務管理費  7目 電子計算費 

○電子計算業務費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・電算システム改訂支援 

 業務委託料 

10,514千円 

(6,480千円) 

住民記録・印鑑登録、税・福祉システム及び情

報系システムの更新に向けての資料作成、調査

の支援、調達及び構築に伴う専門的見地からの

助言並びにＩＣＴ－ＢＣＰの策定支援業務委託

料を計上する。 

【新規】 

・データ抽出委託料 
31,320千円 

既存電算システムから次期電算システムへ移行

するデータを抽出する経費を計上する。 

【新規】 

・電算システム運用業務 

委託料 

103,441千円 
平成 32年 1月から稼動を予定している次期電算

システムの構築運用に係る経費を計上する。 

 

 2款 総務費  1項 総務管理費  8目 コミュニティセンター費 

○砂子東部防災ふれあいセンター運営費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・和室ロールカーテン 

取付工事 

237千円 
和室の障子をロールカーテンに取り替える経費

を計上する。 
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2款 総務費  1項 総務管理費  13目 諸費 

○防犯対策費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・防犯対策補助金 
900千円 

(900千円) 

地域の防犯対策を推進するため、センサーライ

ト設置者及び防犯カメラ設置者に対し補助を行

う。 

防犯対策補助金 内訳 

   センサーライト 400千円 

  防犯カメラ   500千円 

   

2款 総務費  3項 戸籍住民登録費  1目 戸籍住民登録費 

○個人番号カード交付事務費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・個人番号カード交付 

事務費 

3,602千円 

(3,487千円) 

個人番号カードを円滑に交付するため、交付事

務に係る経費を計上する。 

○個人番号カード交付事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・通知カード・個人番号

カード関連事務交付金 

6,447千円 

(3,739千円) 

地方公共団体情報システム機構に委任する、通

知カード等印刷業務、申込処理業務、個人番号

カード製造・発行業務、コールセンター業務な

どの通知カード・個人番号カード関連事務に要

する費用を負担する。 

 

2款 総務費  4項 選挙費  3目 愛知県知事選挙費 

○愛知県知事選挙費 

項 目 
当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・愛知県知事選挙費 
10,116千円 

平成 31 年 2 月 14 日任期満了の愛知県知事選挙

に係る経費を計上する。 

  

2款 総務費  4項 選挙費  4目 愛知県議会議員選挙費 

○愛知県議会議員選挙費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・愛知県議会議員選挙費 
1,773千円 

平成 31 年 4 月 29 日任期満了の愛知県議会議員

選挙に係る経費を計上する。 
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2款 総務費  4項 選挙費  5目 大治町議会議員選挙費 

○大治町議会議員選挙費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・大治町議会議員選挙費 
368千円 

平成 31 年 4 月 29 日任期満了の大治町議会議員

選挙に係る経費を計上する。 

 

（３）民生費 

   前年度当初３７億１２３万４千円に対し、本年度当初３７億７，１８７万７千円と

し、前年度当初対比１．９％（７，０６４万３千円）の増を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

3款 民生費  1項 社会福祉費  1目 社会福祉総務費 

○社会福祉事務費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・大治倉庫塗装工事 
713千円 

大治倉庫の外壁劣化防止及び美観向上のため、

塗装工事を行う。 

・大治町社会福祉協議会 

 運営補助金 

29,845千円 

(34,361千円) 

社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事

業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活

発化により、地域福祉の推進を図るため、運営

補助金を計上する。 

 

3款 民生費  1項 社会福祉費  3目 障害者福祉費 

○心身障害者事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・障害者計画策定業務 

  内訳 

  障害者計画策定委員 

謝礼 

郵送料 

障害者計画策定業務 

委託料 

3,783千円 

 

156千円 

 

494千円の内 120千円 

3,507千円 

第 3期障害者計画（平成 31年度～平成 35年度）

を策定するための経費を計上する。 

・心身障害者扶助料 
45,768千円 

(45,582千円) 

在宅の手帳所持者（身体障害者手帳、療育手帳

及び精神障害者保健福祉手帳）に対し、等級に

応じ手当を支給する。 

・障害福祉サービス費 
293,244千円 

(258,960千円) 

障害者の自立した生活及び社会参加の促進を図

るため、ヘルパー及び施設の利用料等を給付す

る。 
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【新規】 

・軽度・中等度難聴児  

 補聴器購入費等助成費 

440千円 

身体障害者手帳の交付対象とならない、軽度・

中等度難聴児の補聴器の購入又は修理に係る費

用の一部を助成する。 

 

3款 民生費  1項 社会福祉費  4目 老人福祉費 

○高齢者生きがい対策事業費 

項 目 
当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・大治町シルバー人材 

 センター運営補助金 

20,053千円 

(19,574千円) 

高齢者の生きがい対策の一環として、高齢者に

働く機会を提供し、その能力活用を図るため、

運営補助金を計上する。 

○介護保険事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・電子連絡帳システム 

運用事業 

内訳 

電子連絡帳接続端末 

通信料 

電子連絡帳システム 

使用料 

パソコン機器等 

借上料 

1,459千円 

(1,911千円) 

 

 112千円 

 

1,296千円 

 

51千円 

 

在宅で療養・介護サービスを受けながら生活し

ている者に対し、主治医・看護師・ケアマネジ

ャー・ヘルパーなどが連携を図り支援していく

ため、情報を共有する方法としてＩＣＴ（情報

通信技術）を活用したシステム（電子連絡帳）

を運用するための経費を計上する。 

 

・介護保険特別会計(保 

険事業勘定)へ繰出し 

239,122千円 

(227,347千円) 

介護保険事業の財源として、一般会計から介護

保険特別会計（保険事業勘定）へ繰り出す。 

○高齢者保護措置費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・高齢者保護措置費 
5,406千円 

(3,887千円) 

高齢者の個人としての尊厳を保ち、福祉の向上

を図るため、老人福祉法に基づく措置の実施に

係る経費を計上する。 

 

3款 民生費  1項 社会福祉費  5目 福祉医療費 

  〇福祉医療費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・子ども医療費 
224,910千円 

(224,910千円) 

中学校卒業までの子どもを対象に、子どもの健

康保持・増進を図るため、医療費の自己負担分

を支給する。 

・障害者医療費 
57,558千円 

 （52,020千円） 

1級から3級までの身体障害者手帳所持者等を対

象に、健康保持・増進を図るため、医療費の自

己負担分を支給する。 
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・母子・父子家庭医療費 
29,400千円 

 （29,400千円） 

18 才以下の者を扶養している母子・父子家庭を

対象に、健康保持・増進を図るため、医療費の

自己負担分を支給する。 

・精神障害者医療費 
12,720千円 

 （12,720千円） 

1・2 級の精神障害者保健福祉手帳所持者等を対

象に、健康保持・増進を図るため、医療費の自

己負担分を支給する。 

・後期高齢者福祉医療費 

 給付金 

57,530千円 

 （57,530千円） 

後期高齢者医療制度の被保険者のうち、障害者

医療、精神障害者医療及び母子・父子家庭医療

対象者等の健康保持・増進を図るため、医療費

の自己負担分を支給する。 

・後期高齢者医療特別 

 会計へ繰出し 

287,346千円 

(275,451千円) 

後期高齢者医療制度の財源として、一般会計か

ら後期高齢者医療特別会計へ繰り出す。 

 

3款 民生費  1項 社会福祉費  6目 老人福祉施設費 

  〇老福・在老デイサービスセンター管理運営費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・定期報告委託料 
247千円 

平成28年6月1日施行の建築基準法改正により、

複合施設である老人福祉センター/在宅老人デ

イサービスセンター/西公民館が県へ定期報告

する建築物の対象となったため、専門技術を有

する資格者に調査を委託する。 

 

3款 民生費  1項 社会福祉費  7目 総合福祉センター費 

○総合福祉センター管理運営費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・指定管理料 
66,628千円 

(65,366千円) 

公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ住民

サービスの向上を図るため、総合福祉センター

の運営及び管理を指定管理者に委託する。 

【新規】 

・空調設備改修工事 
1,404千円 

総合福祉センターの冷温水発生機内の溶液の経

年劣化に伴い修繕を行う。 

【新規】 

・トイレ改修工事 
3,664千円 

総合福祉センターの利便性向上のため、和式ト

イレから洋式トイレに改修する。また、ストマ

利用者が安心して利用できるよう、多目的トイ

レをオストメイト対応トイレに改修する。 

  

 

 

 



- 11 - 

3款 民生費  1項 社会福祉費  8目 国民健康保険費 

  〇国民健康保険特別会計繰出金 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・国民健康保険特別会計 

 へ繰出し 

247,427千円 

（238,938千円) 

国民健康保険事業の円滑な運営を図るため、一

般会計から国民健康保険特別会計へ繰り出す。 

 

3款 民生費  2項 児童福祉費  1目 児童福祉総務費 

○児童福祉事務費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・子育てサポート相談員 

 賃金 

3,112千円 

(2,380千円) 

子育てに不安や悩みを抱えている家庭または児

童虐待等の要支援家庭に対する相談や支援並び

に保育所等への就職を希望する保育士等に対す

る保育所等就職支援相談を行うため、専門員を

配置する。 

・保育サービス相談員 

 賃金 

1,826千円 

(事務職員賃金

3,079千円) 

保育サービスに関する相談や情報収集業務、保

育所入所待ち家庭へのアフターフォロー業務等

を実施するため子育て支援員を配置する。 

・子育て支援講座事業 

  内訳 

講師謝礼 

託児委託料 

472千円 

(657千円) 

260千円の内 210千円 

262千円 

子育て中の保護者及び児童の養育に携わる者を

対象に、子育てのコツ、児童の生活習慣の確立、

発達支援について、子育ての手法を学ぶ子育て

支援講座全 8回を実施する。 

【新規】 

・印刷製本費 
195千円の内 168千円 

乳幼児期の子育てに関する情報を集約した子育

てガイドブックを作成する。 

・地域子育て支援拠点 

 事業委託料 

10,724千円 

(10,558千円) 

子育てを地域全体で支援する地域力の創出に寄

与するため、地域子育て支援センターの運営を

委託する。 

・子育て短期支援事業 

 委託料 

152千円 

(152千円) 

保護者の疾病等の理由により家庭での養育が一

時的に困難となった児童について、児童福祉施

設において一時的に養育する。 

・あま市・大治町広域 

 ファミリー・サポー 

 ト・センター事業 

 負担金 

2,243千円 

(2,211千円) 

児童の預かり等の援助を受けることを希望する

者と当該援助を行うことを希望する者を会員と

し、会員相互の援助活動を推進するため、ファ

ミリー・サポート・センター事業をあま市と合

同実施する。 
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3款 民生費  2項 児童福祉費  2目 児童措置費 

○保育所運営費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・施設型教育・保育 

給付費等委託料 

762,100千円 

(631,000千円) 

新たに開園する大治はなつね保育園を含めた特

定教育・保育施設及び新たに認可するきっずフ

レンドわかば園を含めた特定地域型保育事業者

に対し、施設型給付費、地域型保育給付費及び

委託費を支給する。 

・病児・病後児保育事業

委託料 

9,137千円 

(8,711千円) 

保護者の子育てと就労の両立を支援するため家

庭で保育できない病気又は病気回復期にある児

童を一時的に保育する病児・病後児保育事業の

運営を委託する。 

・民間保育所運営費 

 補助金 

40,616千円 

(245,740千円) 

民間保育所等の健全な運営及び施設整備の促進

を図るため、新たに開園する大治はなつね保育

園を含め、運営費を助成する。また、認定こど

も園の幼児棟園舎の屋根防水等工事に係る整備

費を助成する。 

・特別保育事業費等 

 補助金 

33,145千円 

(29,074千円) 

障害児保育、延長保育、一時預かり等の特別保

育事業を円滑に実施するため、新たに開園する

大治はなつね保育園を含めた民間保育所等に対

し事業費を助成する。 

【新規】 

・保育補助者雇上強化 

 事業費補助金 

13,290千円 

保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止

を図ることを目的として、保育士資格を持たな

い短時間勤務の保育補助者を雇用する民間保育

所等に対し、必要な経費を助成する。 

○児童手当費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・児童手当 
683,460千円 

(684,660千円) 

次世代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支

援するため、中学校修了前の子どもを養育する

保護者等に児童手当を支給する。 

 

3款 民生費  2項 児童福祉費  4目 児童クラブ費 

  〇児童クラブ管理運営費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・指定管理料 
31,006千円 

(32,235千円) 

放課後児童の健全な育成を図るため、放課後児

童クラブの運営及び管理を指定管理者に委託す

る。 

 

 



- 13 - 

（４）衛生費 

   前年度当初７億９，５１０万６千円に対し、本年度当初８億１，４６９万２千円と

し、前年度当初対比２．５％（１，９５８万６千円）の増を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

4款 衛生費  1項 保健衛生費  3目 環境衛生費 

○環境保全事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・住宅用太陽光発電 

 システム設置費補助金 

2,250千円 

(2,400千円) 

地球温暖化防止施策として、再生可能エネルギ

ーの導入を推進するため、住宅用太陽光発電シ

ステムの設置に要する経費の一部を補助する。 

 

4款 衛生費  1項 保健衛生費  4目 保健センター費 

○総務事務費 

項  目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・自殺対策計画策定 

事業 

 内訳 

 自殺対策計画策定 

 会議講師等謝礼 

 消耗品費 

 

285千円 

 

 

246千円 

 

334千円の内 39千円 

自殺対策基本法の改正により全ての市町村で策

定することが義務付けられており、誰も自殺に

追い込まれることのない社会の実現を目指した

自殺対策計画を策定するための経費を計上す

る。 

【新規】 

・子育て世代包括支援 

 センター設置運営事業 

  内訳 

  特別旅費 

  消耗品費 

 

76千円 

 

 

66千円の内 33千円 

334千円の内 43千円 

妊娠期から子育て期の切れ目のないきめ細かな

相談支援体制を構築するため、「子育て世代包

括支援センター」を設置する。 

○母子保健事業費 

項  目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・妊婦・産後・乳児健康 

診査委託料 

37,395千円 

(37,332千円) 

妊婦・産婦・乳児の健康管理のための健康診査

に係る経費を計上する。 

○成人・老人保健事業費 

項  目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・講師謝礼 
259千円 

(229千円) 

高齢者健康生きがいづくり講座として、生活習

慣病予防や健康寿命延伸に役立つ健康づくり教

室を開催する。また、自殺対策強化事業として

災害時の心のケアをするための教育、スクエア

ステップの普及活動を行う。 
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・がん検診・肝炎検査等 

 委託料 

34,251千円 

(34,247千円) 

がん等の病気を早期発見、早期治療することを

目的に、がん検診・肝炎検査等に係る費用を計

上する（乳がん・子宮頸がん・肝炎の節目年齢

無料検診を含む）。また、新たに 50歳以上の者

に胃内視鏡検査を実施する。 

○感染症対策事業費 

項  目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・各種予防接種委託料 
101,988千円 

(101,288千円) 

各種予防接種に係る経費を計上する（町指定医

療機関以外で接種できる愛知県広域予防接種に

係る経費を含む）。 

 

4款 衛生費  2項 清掃費  1目 塵芥処理費 

○塵芥処理事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・消耗品費 
18,152千円 

(18,152千円) 

ごみ分別の徹底及び収集の円滑化を図るため、

可燃ごみ（大・小）、プラスチックごみ（大・

小）及び不燃ごみ（大・小）のごみ袋 6 種類を

購入する経費を計上する。 

・資源回収拠点分別指導

委託料 

1,328千円 

(1,296千円) 

ごみの減量と資源の有効利用を推進するため、

役場前資源回収拠点について、平日及び休日に

月 2 回開設し、分別指導及び整理整頓等を行う

分別指導員を配置する。 

・海部地区環境事務組合 

負担金 

190,669千円 

(187,395千円) 

生活環境の保全を図るため、海部地区環境事務

組合において、可燃ごみ、プラスチックごみ、

不燃ごみ等を処理する経費を負担する。 

 

4款 衛生費  2項 清掃費  2目 し尿処理費 

○し尿浄化槽処理事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・海部地区環境事務組合 

負担金 

54,860千円 

(60,641千円) 

生活環境の保全を図るため、海部地区環境事務

組合において、し尿及び浄化槽汚泥の処理に要

する経費を負担する。 

 

（５）農林水産業費 

   前年度当初６，５７２万４千円に対し、本年度当初６，９７９万円とし、前年度当

初対比６．２％（４０６万６千円）の増を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 
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5款 農林水産業費  1項 農業費  4目 農地費 

○土地改良事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・土地改良事業同意徴収 

業務委託料 

972千円 

県営緊急農地防災事業を行うにあたり、土地改

良法に基づく関係者への事業同意を取りまと

め、法手続きを経るための業務委託料を計上す

る。 

・用排水施設整備事業 

 （萱津地区）負担金 

1,143千円 

(10,713千円) 

萱津排水路の湛水被害を軽減するため、当該排

水路の整備に要する負担金を計上する。 

・地域用水環境整備事業 

 負担金 

14,000千円 

(7,500千円) 

萱津排水路ボックスカルバート区間を散策路と

して整備するための負担金を計上する。 

【新規】 

・緊急農地防災事業 

 負担金 

3,800千円 

円楽寺排水機場の老朽化に伴う施設更新を県営

緊急防災事業として行うための負担金を計上す

る。 

○農業用施設管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・修繕料 
778千円 

(346千円) 

農業経営の安定化を図るため、農業用施設の維

持管理に必要な経費を計上する。 

 

（６）商工費 

   前年度当初４，９８６万３千円に対し、本年度当初４，９１１万４千円とし、前年

度当初対比１．５％（７４万９千円）の減を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

6款 商工費  1項 商工費  2目 商工振興費 

○商工対策費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・商工会補助金 
3,418千円 

(3,286千円) 

商工会が行う商工業の振興等を図るために要す

る事業費に対しての補助金を計上する。 

・小規模事業指導費 

補助金 

14,223千円 

(14,854千円) 

商工会が行う小規模事業者の振興と経営安定に

要する事業費に対しての補助金を計上する。 

・愛知県大型観光 

キャンペーン会費 

50千円 

(50千円) 

全国規模の観光キャンペーンを展開する協議会

の会費を計上する。 
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○金融対策費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・小規模企業等振興資金

信用保証料補助金 

801千円 

(348千円) 

小規模企業等振興資金融資制度により融資を受

けた者が支払う信用保証料に対しての補助金を

計上する。 

・小規模企業等振興資金

協調金 

25,000千円 

(25,000千円) 

小規模企業等振興資金融資制度の運用資金とし

て県と協調し、取扱金融機関に預託する。 

 

6款 商工費  1項 商工費  3目 消費者行政推進費 

○消費者行政推進費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・海部地域消費生活 

センター負担金 

634千円 

(649千円) 

海部地域の消費生活相談事務を津島市が一括し

て行うための事業費に対する負担金を計上す

る。 

 

（７）土木費 

   前年度当初７億４，６７６万３千円に対し、本年度当初８億７，００１万円とし、

前年度当初対比１６．５％(１億２，３２４万７千円)の増を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

7款 土木費  2項 道路橋りょう費  1目 道路維持費 

○道路維持管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・橋りょう点検業務 

委託料 

2,200千円 
平成 27年度に策定した橋梁長寿命化修繕計画に

より、橋りょう 7橋の点検を実施する。 

○道路維持修繕工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・道路維持修繕工事 
73,600千円 

(52,500千円) 

既設側溝の維持修繕、舗装の維持修繕及び橋り

ょうの修繕を行う。 

○側溝暗渠清掃費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・側溝暗渠清掃 
18,500千円 

(18,000千円) 

側溝暗渠の清掃を行う。 

4,400ｍ 
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○側溝新設工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・側溝新設工事 
25,000千円 

(27,500千円) 

新たな側溝の整備を行う。 

500ｍ 

 

7款 土木費  3項 交通安全対策費  1目 交通安全対策費 

○交通安全対策事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・ＬＥＤ照明調査委託料 
6,600千円 

町内の街路灯のＬＥＤ化による効果を把握する

ため、全灯調査を行う。 

○交通安全施設修繕工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・維持修繕工事 
5,150千円 

(8,610千円) 

区画線、街路灯等の交通安全施設の維持修繕を

行う。 

○街路灯設置工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・街路灯設置工事 
2,390千円 

(2,390千円) 

街路灯の設置を行う。 

15灯 

○反射鏡設置工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・道路反射鏡設置工事 
3,980千円 

(3,980千円) 

道路反射鏡の設置を行う。 

14基 

  

7款 土木費  4項 河川費  1目 河川維持費 

○河川浚渫費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・河川浚渫 
44,400千円 

(30,600千円) 
水路及び円楽寺川などの浚渫を行う。 

○河川維持修繕工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・河川維持修繕工事 
5,100千円 

(6,800千円) 

新たな防護柵の設置や既設防護柵の維持修繕を

行う。 
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7款 土木費  4項 河川費  2目 河川新設改良費 

○普通河川改良工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・普通河川改良工事 
44,700千円 

(39,100千円) 
水路の改修や水路の三面打ちを行う。 

 

7款 土木費  4項 河川費  3目 排水施設費 

○排水施設維持管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・維持修繕工事 
15,800千円 

(3,800千円) 

西條第 1 排水機場№2φ500mm ポンプオーバーホ

ールなどの維持修繕を行う。 

 

7款 土木費  5項 環境対策費  1目 環境対策費 

○道路河川草刈工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・公共施設（道路・ 

河川）草刈工事 

18,300千円 

(18,300千円) 

道路、河川の草刈を行う。 

60,000㎡ 

 

7款 土木費  6項 都市計画費  1目 都市計画総務費 

○都市計画総務事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・空き家実態調査業務 

委託料 

5,000千円 
町内の空き家の実態を把握するため、現地調査

を行う。 

【新規】 

・民間木造住宅除却費 

 補助金 

2,000千円 

木造住宅耐震診断において、耐震性がないと判

断された住宅の除却する費用に対して補助金を

交付する。 
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○公園整備事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・砂子防災公園整備事業 

  内訳 

  消耗品費 

  登記委託料 

  土地評価業務委託料 

  物件調査業務委託料 

  土地購入費 

 

  物件補償費 

155,450千円 

(20,000千円) 

180千円の内 150千円 

860千円の内 800千円 

1,500千円 

3,000千円 

119,300千円の内 

115,000千円 

35,000千円 

地域住民の生命を守るため、災害時における一

次避難地として、砂子防災公園を整備する経費

を計上する。 

 

7款 土木費  6項 都市計画費  2目 街路事業費 

○街路整備事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・都市計画道路整備事業 

  内訳 

  消耗品費 

登記委託料 

土地評価業務委託料 

詳細設計業務委託料 

土地購入費 

物件補償費 

107,820千円 

(150,600千円) 

130千円 

600千円 

90千円 

2,000千円 

43,000千円 

62,000千円 

地域活動や交通の利便性の向上を図るため、都

市計画道路堀之内砂子線を整備する経費を計上

する。 

 

（８）消防費 

   前年度当初４億４，６０８万円に対し、本年度当初３億９，２７２万２千円とし、

前年度当初対比１２．０％（５，３３５万８千円）の減を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

8款 消防費  1項 消防費  2目 消防施設費 

○消防施設費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・消防施設整備費 

 補助金   

764千円 

(1,047千円) 

各地域の消防に供する施設（消火器ボックス等）

の整備に必要な経費を補助する。 
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8款 消防費  1項 消防費  4目 災害対策費 

○災害対策費  

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・防災倉庫修繕工事 
1,200千円 

馬島防災倉庫の外壁の一部破損及び美観向上の

ため、東・北面の壁を張りかえるとともに、扉

の塗装工事を行う。 

・災害対策用備品購入費 
1,620千円 

(5,072千円) 
避難所等の運営に必要な備品を購入する。 

○備蓄事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・災害用備蓄品購入費 
791千円 

(1,734千円) 

避難所の環境を充実するため、簡易トイレを追

加配備するとともに、動物用檻等を購入する。 

 

○自主防災育成費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・自主防災組織補助金 
1,550千円 

(1,550千円) 

自主防災組織の設立及び活動を推進するための

経費を補助する。 

○防災行政無線運営費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・全国瞬時警報システム

受信設備更新工事 

2,760千円 

消防庁からの通知により、平成 31年度から現行

の受信機が使用不可能となるため、受信機及び

受信用パソコンを更新する。 

 

（９）教育費 

   前年度当初７億９，７８８万３千円に対し、本年度当初１３億１，４７３万２千円

とし、前年度当初対比６４．８％（５億１，６８４万９千円）の増を計上しました。 

   本年度の各学校児童・生徒数、学級数の見込み及び主な事業は、次のとおりです。 
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区分 

大治小学校 大治南小学校 大治西小学校 大治中学校 

児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 生徒数 学級数 

人 学級 人 学級 人 学級 人 学級 

1年 156(6) 5 110(4) 4 111(3) 4 325(7) 10 

2年 156(4) 5 103(4) 3 105(1) 3 320(5) 8 

3年 133(4) 4 117(7) 3 94    3 351    9 

4年 139(4) 4 131(5) 4 94(3) 3   

5年 118(1) 3 122(2) 4 119(2) 3   

6年 143(2) 4 134(1) 4 97(2) 3   

特別支援学級 (21) 4 (23) 4 (11) 3 (12) 2 

計 845(21) 29 717(23) 26 620(11) 22 996(12) 29 

                                     ( )内は、特別支援学級の児童・生徒内数 

9款 教育費  1項 教育総務費  1目 教育委員会費 

○教育委員会費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・教育委員報酬 
1,920千円 

(1,596千円)  

教育委員会委員活動の拡充に伴い委員の報酬を

月額 33,250円から月額 40,000円に改定する。 

 

9款 教育費  1項 教育総務費  2目 事務局費 

○学校教育総務事務費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・ライフコンダクター 

 賃金 

2,962千円  

教育分野に加え、社会福祉等の専門的な知識や

技術を有し、各関係機関との連携を図りながら

適切な支援や手立てを行うライフコンダクター

1名を適応指導教室に配置する。 

・外国人英語指導助手 

 派遣業務委託料 

13,608千円 

(6,500千円) 

小学生の英語によるコミュニケーション能力を

育むため、外国語活動・国際理解教育を行うと

ともに、中学生の国際化に対応できる個性と創

造性を育成するため、英語を聴く、話す活動を

中心に支援する。 

【新規】 

・イングリッシュ 

キャンプ委託料 

1,197千円 

小中学生に対して、外国人講師による異文化体

験や英語による活動を通じて、英語に対する興

味・関心を高め、楽しみながら言語感覚を身に

付けるイベントを 2回開催する。 
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【新規】 

・特別管理産業廃棄物 

 収集運搬処理委託料 

454千円 

中学校で保管している低濃度ＰＣＢ汚染物（高

圧トランス）1台を無害化処理認定施設で処理す

るための経費を計上する。 

【新規】 

・英語検定料補助金 
400千円 

中学生の英語力及び学習意欲の向上を図るため

（公財）日本英語検定協会が実施する実用英語

技能検定を受検する中学生の保護者に対して補

助金を交付する。 

 

9款 教育費  2項 小学校費  1目 学校管理費 

○学校事務管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・職員室用パソコン 

 機器等借上料 

7,525千円 

職員室用パソコン機器、図書室用パソコン機器

及び普通教室用実物投影機の借上料を計上す

る。 

○学校整備工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・設計委託料 
7,162千円 

大治西小学校のトイレを洋式化、乾式化する工

事のための実施設計を行う。 

【新規】 

・大治南小学校西門南側

扉取替工事 

1,361千円 
老朽化により破損している門扉を取替える工事

を行う。 

【新規】 

・小学校高圧気中開閉器

取替工事 

1,896千円 
町内 3 小学校の老朽化した高圧気中開閉器を取

替える工事を行う。 

○学校備品購入費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般校具備品 
7,954千円 

(5,815千円) 

経年劣化等により故障や機能の低下した備品を

更新する経費を計上する。 

・児童用机・椅子、事務机・椅子、折りたたみ

椅子、演台、球根皮剥機、スライサー、ドライ

式移動台、ドライ式移動シンク、ドライ式三槽

シンク等 

・教科教材備品 
1,549千円 

(824千円) 

経年劣化等により故障や機能の低下した備品を

更新する経費を計上する。 

・バスドラム、簡易検流計、ロイター板、電子

ミシン、コードレススチームアイロン、バスマ

スター、ＣＤラジカセ、教室用キーボード等 
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9款 教育費  3項 中学校費  1目 学校管理費 

○学校事務管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・校務支援システム改修 

 業務委託料 

389千円 

「歯・口腔の健康診断結果のお知らせ」及び「尿

検査（二次）結果のお知らせ」の様式改定に伴

うプログラム改修を行う。 

【新規】 

・職員室用パソコン 

 機器等借上料 

3,389千円 

職員室用パソコン機器、図書室用パソコン機器

及び普通教室用実物投影機の借上料を計上す

る。 

○学校整備工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・大治中学校給湯器 

 改修工事 

1,722千円 
老朽化した給食室用の給湯器を取替える工事を

行う。 

○学校備品購入費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般校具備品 
2,267千円 

(3,014千円) 

経年劣化等により故障や機能の低下した備品を

更新する経費を計上する。 

・生徒用机・椅子、職員用机・椅子、移動台、

担架、担架格納箱、防球フェンス、デジタルバ

カリ、防水放射温度計等 

・教科教材備品 
3,385千円 

(3,389千円) 

経年劣化等により故障や機能の低下した備品を

更新する経費を計上する。 

・生物顕微鏡、公認綱引きロープ一般、綱引き

ロープ巻き取り器、卓球台、ビブラフォン、チ

ューバ、バスクラリネット等 

 

9款 教育費  4項 社会教育費  1目 社会教育総務費 

○社会教育総務事務費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・社会教育交流事業 

  内訳 

  普通旅費 

  燃料費 

  有料道路通行料等 

  レンタカー使用料 

 

454千円 

 

426千円の内 417千円 

12千円 

1千円 

24千円 

日本三大つるし飾りのまちである山形県酒田市

及び静岡県東伊豆町稲取との交流を図るため、

両地区を訪問する経費を計上する。 
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【新規】 

・修繕料 
218千円 

町内 4 箇所にある社会教育インフォメーション

掲示板を修繕するための経費を計上する。 

  ○学校支援地域本部事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・学校支援地域本部 

事業費 

2,752千円 

(2,730千円) 

地域住民等にボランティアとして登録していた

だき、授業等における学習補助など、学校の教

育支援活動を地域全体で行う。また、中学 3 年

生を対象とした学習支援を西公民館において実

施する。 

 

9款 教育費  4項 社会教育費  2目 公民館費 

○公民館事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・公民館講座・教室事業 

内訳 

講師謝礼 

消耗品費 

公民館講座委託料 

1,883千円 

(1,981千円) 

1,405千円 

33千円 

445千円 

住民の方が教養や趣味等の知識や技術を高めら

れ、なおかつ仲間づくりの機会もできる生涯学

習の場を提供するため、公民館講座・教室を開

催する。また、高齢者生きがいづくり講座の一

環として、「シニアいきいき講座」「歴史講座」

を開催する。 

・公民館事業委託料 
260千円 

(270千円) 

住民に芸術に親しむ機会を提供するため、クリ

スマスコンサートを開催する。 

 

○西公民館施設管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・定期報告委託料 
247千円 

平成28年6月1日施行の建築基準法改正により、

複合施設である、老人福祉センター/在宅老人デ

イサービスセンター/西公民館が県へ定期報告

する建築物の対象となったため、専門技術を有

する資格者に調査を委託する。 

9款 教育費  5項 保健体育費  1目 保健体育総務費 

○生涯スポーツ振興費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・スポーツセンター講座 

委託料 

1,278千円 

(3,623千円) 

スポーツや運動活動への関心を高めるため、ジ

ュニア世代からシニア世代までの幅広い年齢層

を対象とした体力づくりや健康づくりを目的と

した講座を開催する。 
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9款 教育費  5項 保健体育費  2目 体育施設費 

○スポーツセンター管理運営費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・定期報告委託料 
1,968千円 

平成28年6月1日施行の建築基準法改正により、

スポーツセンターが県へ定期報告する建築物の

対象となったため、専門技術を有する資格者に

調査を委託する。 

【新規】 

・スポーツセンター 

 メインアリーナ 

 天井等改修事業 

  内訳 

  監理委託料 

  天井等改修工事 

 

543,251千円 

 

 

 

11,097千円 

532,154千円 

スポーツセンターメインアリーナの天井が特定

天井に該当するため、既存の天井を撤去し、利

用者の安全を確保する。また、老朽化した空調

の改修と天井撤去に伴い、消防設備や照明設備

など平成 31年度にかけて改修を行う。 

【新規】 

・ブロアーポンプ 

 改修工事 

1,296千円 
故障している浄化槽内のブロアーポンプ 1 基を

交換する。 

 

（10）公債費 

   公債費については、前年度当初４億６，９９４万７千円に対し、本年度当初４億３，

５６８万円とし、前年度当初対比７．３％（３，４２６万７千円）の減を計上しまし

た。 

 

（11）諸支出金 

   諸支出金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

 

（12）予備費 

   予備費については、前年度当初９００万円に対し、本年度当初１，０００万円とし、

前年度当初対比１１．１％（１００万円）の増を計上しました。  
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一 般 会 計 歳 入 歳 出 予 算 案 款 別 集 計 表 

１．歳 入                                   （単位 千円） 

款 
平成 30 年度 

当初予算額 
構成比 
（％） 

対前年 

度比率 

（％） 

平 成 2 9 年 度 予 算 額 比 較 増 減 

当 初 
構成比 

（％） 
現計(１月末) 当 初 比     現 計 比     

１ 町 税 3,765,066 41.7 100.3 3,752,948 45.8 3,752,948 12,118 12,118 

２ 地 方 譲 与 税 79,100 0.9 102.5 77,200 0.9 77,200 1,900 1,900 

３ 利 子 割 交 付 金 6,600 0.1 106.5 6,200 0.1 6,200 400 400 

４ 配 当 割 交 付 金 25,700 0.3 89.2 28,800 0.3 28,800 △3,100 △3,100 

５ 株式等譲渡所得割交付金 22,500 0.2 76.8 29,300 0.4 29,300 △6,800 △6,800 

６ 地方消費税交付金 503,100 5.6 103.4 486,500 5.9 486,500 16,600 16,600 

７ 自動車取得税交付金 38,500 0.4 97.5 39,500 0.5 39,500 △1,000 △1,000 

８ 地 方 特 例 交 付 金 52,300 0.6 131.5 39,770 0.5 42,387 12,530 9,913 

９ 地 方 交 付 税 600,000 6.6 98.4 610,000 7.4 645,164 △10,000 △45,164 

10 交通安全対策特別交付金 4,800 0.1 96.0 5,000 0.1 5,000 △200 △200 

11 分担金及び負担金 116,910 1.3 109.8 106,489 1.3 106,489 10,421 10,421 

12 使用料及び手数料 79,162 0.9 100.3 78,906 1.0 78,906 256 256 

13 国 庫 支 出 金 1,158,663 12.8 99.1 1,169,095 14.3 1,266,901 △10,432 △108,238 

14 県 支 出 金 772,608 8.6 108.0 715,434 8.7 752,760 57,174 19,848 

15 財 産 収 入 951 0.0 75.4 1,261 0.0 1,261 △310 △310 

16 寄 附 金 2 0.0 100.0 2 0.0 13,992 0 △13,990 

17 繰 入 金 624,367 6.9 158.0 395,110 4.8 402,856 229,257 221,511 

18 繰 越 金 88,082 1.0 95.2 92,511 1.1 397,446 △4,429 △309,364 

19 諸 収 入 119,789 1.3 102.4 116,974 1.4 123,516 2,815 △3,727 

20 町 債 964,800 10.7 214.9 449,000 5.5 449,000 515,800 515,800 

合     計 9,023,000 100.0 110.0 8,200,000 100.0 8,706,126 823,000 316,874 

 
２．歳 出                                   （単位 千円） 

款 
平成 30 年度 

当初予算額 
構成比 
（％） 

対前年 

度比率 

（％） 

平 成 2 9 年 度 予 算 額 比 較 増 減 

当 初 
構成比 

（％） 
現計(１月末) 当 初 比     現 計 比     

１ 議 会 費 100,215 1.1 98.4 101,847 1.3 102,201 △1,632 △1,986 

２ 総 務 費 1,194,167 13.2 117.5 1,016,552 12.4 1,361,055 177,615 △166,888 

３ 民 生 費 3,771,877 41.8 101.9 3,701,234 45.1 3,868,206 70,643 △96,329 

４ 衛 生 費 814,692 9.0 102.5 795,106 9.7 806,902 19,586 7,790 

５ 農 林 水 産 業 費 69,790 0.8 106.2 65,724 0.8 68,009 4,066 1,781 

６ 商 工 費 49,114 0.6 98.5 49,863 0.6 49,606 △749 △492 

７ 土 木 費 870,010 9.6 116.5 746,763 9.1 736,590 123,247 133,420 

８ 消 防 費 392,722 4.4 88.0 446,080 5.5 449,011 △53,358 △56,289 

９ 教 育 費 1,314,732 14.6 164.8 797,883 9.7 794,656 516,849 520,076 

10 公 債 費 435,680 4.8 92.7 469,947 5.7 460,889 △34,267 △25,209 

11 諸 支 出 金 1 0.0 100.0 1 0.0 1 0 0 

12 予 備 費 10,000 0.1 111.1 9,000 0.1 9,000 1,000 1,000 

合     計 9,023,000 100.0 110.0 8,200,000 100.0 8,706,126 823,000 316,874 
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一 般会 計歳 出予 算案 財源 別集 計 表 

１. 一般財源                                  （単位 千円） 

款 町  税 交 付 税 雑収入・その他 合  計 構成比（％） 

１ 議 会 費        60,571 9,653 29,804 100,028 1.6 

２ 総 務 費        662,851 105,632 326,159 1,094,642 17.6 

３ 民 生 費        1,191,796 189,924 586,428 1,968,148 31.6 

４ 衛 生 費        457,627 72,927 225,177 755,731 12.2 

５ 農林水産業費        41,744 6,653 20,540 68,937 1.1 

６ 商 工 費        14,602 2,327 7,185 24,114 0.4 

７ 土 木 費        339,039 54,029 166,826 559,894 9.0 

８ 消 防 費        232,594 37,066 114,449 384,109 6.2 

９ 教 育 費        494,364 78,781 243,254 816,399 13.1 

10 公 債 費        263,822 42,043 129,815 435,680 7.0 

11 諸 支 出 金        1 0 0 1 0.0 

12 予 備 費        6,055 965 2,980 10,000 0.2 

合    計 3,765,066 600,000 1,852,617 6,217,683 100.0 

◎雑収入・その他の内訳 

地 方 揮 発 油 譲 与 税（ 2・1）  22,000     財 産 運 用 収 入（15・1）    494 

自 動 車 重 量 譲 与 税（ 2・2）  57,100     財 産 売 払 収 入（15・2）     1 

利 子 割 交 付 金（ 3・1）   6,600     寄 附 金（16・1）     2 

配 当 割 交 付 金（ 4・1）  25,700     基 金 繰 入 金（17・1）  620,000 

株式等譲渡所得割交付金（ 5・1）  22,500     繰 越 金（18・1）  88,082 

地 方 消 費 税 交 付 金（ 6・1）  503,100     町 預 金 利 子（19・2）     5 

自動車取得税交付金（ 7・1）  38,500     雑 入（19・4）  24,682 

地 方 特 例 交 付 金（ 8・1）  52,300     町 債（20・1）  391,000 

県 交 付 金（14・4）    551      

２. 特定財源                                  （単位 千円） 

款 国庫支出金 県支出金 町  債 分担金・その他 合  計 構成比（％） 

１ 議 会 費           187 187 0.0 

２ 総 務 費        14,003 59,443  26,079 99,525 3.5 

３ 民 生 費        1,017,063 648,498  138,168 1,803,729 64.3 

４ 衛 生 費        2,863 5,409  50,689 58,961 2.1 

５ 農林水産業費         775  78 853 0.0 

６ 商 工 費           25,000 25,000 0.9 

７ 土 木 費        85,115 55,199 133,600 36,202 310,116 11.1 

８ 消 防 費           8,613 8,613 0.3 

９ 教 育 費        39,619 2,733 440,200 15,781 498,333 17.8 

10 公 債 費              

11 諸 支 出 金              

12 予 備 費              

合    計 1,158,663 772,057 573,800 300,797 2,805,317 100.0 

◎分担金・その他の内訳 

交通安全対策特別交付金（10・1）   4,800      基 金 繰 入 金（17・1）    4,362 

負 担 金（11・1）  116,910      特 別 会 計 繰 入 金（17・2）        5 

使 用 料（12・1）   28,265     延 滞 金（19・1）   3,600 

手 数 料（12・2）   50,897     貸 付 金（19・3）   25,000 

財 産 運 用 収 入（15・1）     456     雑 入（19・4）   66,502 



 

一 般 会 計 歳 出 予 算 案 節 別 集 計 表 
（単位 千円） 

款 

節 
１ 議会費 ２ 総務費 ３ 民生費 ４ 衛生費 ５ 農林水産業費 ６ 商工費 ７ 土木費 ８ 消防費 ９ 教育費 10 公債費 11 諸支出金 12 予備費 合 計 

構成比 

（％） 

１ 報 酬          40,068 24,521 33 3,835 2,622  117 8,363 8,594    88,153 1.0 

２ 給 料          12,151 231,053 137,018 61,308 9,524 2,294 33,693  105,414    592,455 6.6 

３ 職 員 手 当 等          21,442 261,934 92,083 37,752 7,068 1,738 23,484 6,684 68,409    520,594 5.8 

４ 共 済 費          19,389 86,324 47,985 21,220 3,474 824 11,275  37,642    228,133 2.6 

７ 賃 金          837 28,243 9,585 8,627 855  4,482 4,540 53,618    110,787 1.1 

８ 報 償 費           5,593 2,124 10,640 234   8,666 3,012    30,269 0.3 

９ 旅 費          1,976 478 24 85 9 4 67 3,670 714    7,027 0.0 

10 交   際   費 140 400           540 0.0 

11 需 用 費          1,059 67,529 10,078 25,442 1,533 100 30,158 16,987 125,641    278,527 3.1 

12 役 務 費          1,137 21,882 3,477 3,436 9 8 271 11,796 21,423    63,439 0.7 

13 委 託 料          389 267,804 918,269 345,352 1,696  52,242 10,083 149,245    1,745,080 19.3 

14 使用料及び賃借料          1,167 110,565 26,617 11,670 1,496  6,605 178 65,754    224,052 2.5 

15 工 事 請 負 費           1,005 10,781  4,455  256,920 3,960 538,905    816,026 9.0 

16 原 材 料 費                160 40 173    373 0.0 

17 公 有 財 産 購 入 費                162,300    1  162,301 1.8 

18 備 品 購 入 費           8,440 353 85   30 2,723 20,225    31,856 0.4 

19 負担金補助及び交付金 460 65,448 149,033 283,260 36,815 19,146 32,332 314,875 99,787    1,001,156 11.1 

20 扶 助 費            1,590,521 1,980     16,160    1,608,661 17.8 

21 貸 付 金               25,000       25,000 0.3 

22        97,000      97,000 1.1 

23 償還金利子及び割引料  12,322        435,680   448,002 5.0 

25 積 立 金           395           395 0.0 

27 公 課 費           231      157 16    404 0.0 

28 繰 出 金            773,896    158,874      932,770 10.4 

29 予 備 費                     10,000 10,000 0.1 

合     計 100,215 1,194,167 3,771,877 814,692 69,790 49,114 870,010 392,722 1,314,732 435,680 1 10,000 9,023,000 100.0 

構成比(％) 1.1 13.2 41.8 9.0 0.8 0.6 9.6 4.4 14.6 4.8 0.0 0.1 100.0  
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国民健康保険特別会計 
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１. 予算規模 

  国民健康保険特別会計の予算総額は、前年度当初３５億９８４万７千円に対し、本年

度当初３０億４，９２５万８千円とし、前年度当初対比１３．１％（４億６，０５８万

９千円）の減を計上しました。 

なお、この予算積算時に用いた基礎数値は、加入世帯数を４，７００世帯、被保険者

数を８，０００人としました。 

 

２. 歳 入 

（１）国民健康保険税 

   国民健康保険税については、前年度当初７億２，１８７万８千円に対し、本年度当

初６億４，４５５万４千円とし、前年度当初対比１０．７％（７，７３２万４千円）

の減を計上しました。 

（２）県支出金 

   県支出金については、保険給付費等交付金として２０億２，３６０万４千円を見込

むなど、前年度当初１億８，８８８万８千円に対し、本年度当初２０億２，９８４万

３千円とし、前年度当初対比９７４．６％（１８億４，０９５万５千円）の増を計上

しました。 

（３）繰入金 

繰入金については、前年度当初２億３，８９３万９千円に対し、本年度当初２億４，

７４２万８千円とし、前年度当初対比３．６％（８４８万９千円）の増を計上しまし

た。 

（４）繰越金 

繰越金については、前年度当初１億７０１万８千円に対し、本年度当初１億１，５

５０万１千円とし、前年度当初対比７．９％（８４８万３千円）の増を計上しました。 

 

３. 歳 出 

（１）総務費 

    総務費については、前年度当初１，１６５万８千円に対し、本年度当初１，６８７

万１千円とし、前年度当初対比４４．７％（５２１万３千円）の増を計上しました。 

（２）保険給付費 

保険給付費については、前年度当初１９億２，２８４万８千円に対し、本年度当初
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１９億８，８９８万円とし、前年度当初対比３．４％（６，６１３万２千円）の増を

計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

2款 保険給付費  1項 療養諸費  1目 一般被保険者療養給付費 

○一般被保険者療養給付費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般被保険者 

療養給付費 

1,718,400千円 

(1,644,000千円) 
一般被保険者に対し、療養の給付を行う。 

 

2款 保険給付費  1項 療養諸費  2目 退職被保険者等療養給付費 

○退職被保険者等療養給付費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・退職被保険者等 

療養給付費 

18,000千円 

(27,600千円) 

退職者医療制度は平成 26年度末で新規加入が廃

止されたが、65 歳到達まで資格が継続する被保

険者に対し、療養の給付を行う。 

 

（３）国民健康保険事業費納付金 

   国民健康保険事業費納付金については、本年度当初９億９，２０４万６千円を計上

しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

3款 国民健康保険事業費納付金  1項 医療給付費分 

1目 一般被保険者医療給付費分 

○一般被保険者医療給付費分 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・一般被保険者 

医療給付費分 

677,593千円 
一般被保険者医療給付費分として算定された納

付金額を計上し、県に納める。 
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3款 国民健康保険事業費納付金  1項 医療給付費分 

2目 退職被保険者等医療給付費分 

○退職被保険者等医療給付費分 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・退職被保険者等 

医療給付費分 

2,010千円 
退職被保険者等医療給付費分として算定された

納付金額を計上し、県に納める。 

 

3款 国民健康保険事業費納付金  2項 後期高齢者支援金等分 

1目 一般被保険者後期高齢者支援金等分 

○一般被保険者後期高齢者支援金等分 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・一般被保険者 

後期高齢者支援金等分 

225,913千円 
一般被保険者後期高齢者支援金等分として算定

された納付金額を計上し、県に納める。 

 

3款 国民健康保険事業費納付金  2項 後期高齢者支援金等分 

2目 退職被保険者等後期高齢者支援金等分 

○退職被保険者等後期高齢者支援金等分 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内   容 

【新規】 

・退職被保険者等 

後期高齢者支援金等分 

686千円 
退職被保険者等後期高齢者支援金等分として算

定された納付金額を計上し、県に納める。 

 

3款 国民健康保険事業費納付金  3項 介護納付金分 

1目 介護納付金分 

○介護納付金分 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内   容 

【新規】 

・介護納付金分 
85,844千円 

介護納付金分として算定された納付金額を計上

し、県に納める。 
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（４）保健事業費 

   保健事業費については、前年度当初２，３０１万９千円に対し、本年度当初２，６

５３万８千円とし、前年度当初対比１５．３％（３５１万９千円）の増を計上しまし

た。 

主な事業は、次のとおりです。 

5款 保健事業費  1項 特定健康診査等事業費  1目 特定健康診査等事業費 

  ○特定健康診査等事業費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内   容 

・特定健康診査等 

 事業費 

20,028千円 

(17,360千円) 

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）

に着目した 40 歳以上 75 歳未満の被保険者を対

象とする健診等を実施する。 

 

5款 保健事業費  2項 保健事業費  2目 疾病予防費 

○疾病予防費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内   容 

・疾病予防費 
4,522千円 

(3,671千円) 

疾病の重症化による医療費の増加防止及び健康維

持のため、30 歳以上の被保険者を対象とする人間

ドック事業を実施する。 

 

（５）諸支出金 

   諸支出金については、前年度当初２，２３５万６千円に対し、本年度当初１，７８

２万１千円とし、前年度当初対比２０．３％（４５３万５千円）の減を計上しました。 

 

（６）予備費 

   予備費については、本年度当初７００万円を計上しました。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土 地 取 得 特 別 会 計 
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１．予算規模 

土地取得特別会計の予算総額は、前年度当初４４万７千円に対し、本年度当初２０万

円とし、前年度当初対比５５．３％（２４万７千円）の減を計上しました。 

 

２．歳 入 

（１）財産収入 

 財産収入については、前年度当初４４万５千円に対し、本年度当初１９万８千円と

し、前年度当初対比５５．５％（２４万７千円）の減を計上しました。 

（２）繰入金 

繰入金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

（３）繰越金 

繰越金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

 

３．歳 出 

（１）総務費 

   総務費については、前年度当初４４万６千円に対し、本年度当初１９万９千円とし、

前年度当初対比５５．４％（２４万７千円）の減を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

1款 総務費  1項 総務管理費  1目 土地開発基金 

○土地開発基金 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・土地開発基金積立金 
199千円 

(446千円) 

定期預金で運用している土地開発基金の利息分

を積み立てる。 

 

（２）普通財産取得費 

   普通財産取得費については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介 護 保 険 特 別 会 計 

（ 保 険 事 業 勘 定 ） 
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１．予算規模 

  介護保険特別会計（保険事業勘定）の予算総額は、前年度当初１５億１，１４５万９

千円に対し、本年度当初１５億７，７２５万２千円とし、前年度当初対比４．４％（６，

５７９万３千円）の増を計上しました。 

  なお、予算積算時に用いた基礎数値は、第１号被保険者数を６，７４０人としました。 

 

２．歳 入 

（１）保険料 

   保険料については、前年度当初３億９，１０９万７千円に対し、本年度当初４億２，

１９８万円とし、前年度当初対比７．９％（３，０８８万３千円）の増を計上しまし

た。 

（２）国庫支出金 

   国庫支出金については、介護保険法で規定する負担割合により、介護給付費負担金

として２億５，００８万９千円、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合

事業）として１，１８８万４千円、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総

合事業以外の地域支援事業）として１，２０７万１千円を見込むなど、前年度当初２

億６，３３０万９千円に対し、本年度当初２億７，９９２万１千円とし、前年度当初

対比６．３％（１，６６１万２千円）の増を計上しました。 

（３）支払基金交付金 

   支払基金交付金については、介護保険法で規定する負担割合により、介護給付費交

付金として３億８，８７９万円、地域支援事業支援交付金として１，６０４万４千円

を見込み、前年度当初４億５１０万４千円に対し、本年度当初４億４８３万４千円と

し、前年度当初対比０．１％（２７万円）の減を計上しました。 

（４）県支出金 

   県支出金については、介護保険法で規定する負担割合により、介護給付費負担金と

して２億１，７８９万７千円、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事

業）として７４２万８千円、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業

以外の地域支援事業）として６０３万５千円を見込むなど、前年度当初２億２，１４

４万７千円に対し、本年度当初２億３，１３６万１千円とし、前年度当初対比４．５％

（９９１万４千円）の増を計上しました。 

（５）財産収入 

   財産収入については、前年度当初４万４千円に対し、本年度当初２万７千円とし、

前年度当初対比３８．６％（１万７千円）の減を計上しました。 
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（６）繰入金 

   繰入金については、介護保険法で規定する負担割合により、一般会計から介護給付

費繰入金として１億７，９９９万５千円、地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活

支援総合事業）として７４２万８千円、地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支

援総合事業以外の地域支援事業）として６０３万５千円、また、事務費の財源に充当

するため、その他一般会計繰入金として４，２６２万３千円を見込むなど、前年度当

初２億３，０４５万２千円に対し、本年度当初２億３，９１２万３千円とし、前年度

対比３．８％（８６７万１千円）の増を計上しました。 

（７）繰越金 

繰越金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

（８）諸収入 

諸収入については、前年度当初と同額の５千円を計上しました。 

 

３．歳 出 

（１）総務費 

   総務費については、前年度当初３，８９７万９千円に対し、本年度当初４，２６２

万４千円とし、前年度当初対比９．４％（３６４万５千円）の増を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

1款 総務費  1項 総務管理費  1目 一般管理費 

○一般管理費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・地域包括支援センター

運営協議会委員謝礼 

59千円 

(59千円) 

大治町地域包括支援センターの適切な運営、公

正及び中立性の確保その他センターの円滑かつ

適正な運営を図るため協議会を設置する。 

・地域密着型サービス 

 運営委員会委員謝礼 

234千円 

(234千円) 

介護保険法に基づき、地域密着型サービス及び

地域密着型介護予防サービスの適正な運営を確

保するため委員会を設置する。 

・介護保険電算システム

委託業務 

 内訳 

 介護保険電算システム

保守委託料 

 介護保険電算業務 

 委託料 

 介護保険電算システム

機器借上料 

11,992千円 

(8,828千円) 

 

3,370千円 

 

5,876千円 

 

2,746千円 

 

介護保険事務を円滑かつ適正に実施するため、

介護保険電算システムを導入する。 
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・海部東部消防組合負担

金（介護保険認定審査

会） 

25,546千円 

(25,531千円) 

 

介護保険法に基づく介護保険認定審査会を、海

部東部消防組合で実施するため経費を負担す

る。 

 

1款 総務費  2項 徴収費  1目 賦課徴収費 

○賦課徴収費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・賦課徴収費 
1,674千円 

(1,504千円) 

第１号被保険者の介護保険料納付に係る事務に

必要な経費を計上する。 

 

（２）保険給付費 

   保険給付費については、前年度当初１４億３，１００万２千円に対し、本年度当初

１４億３，９９６万８千円とし、前年度当初対比０．６％（８９６万６千円）の増を

計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

2款 保険給付費  1項 介護サービス等諸費  1目 介護サービス等諸費 

○介護サービス等諸費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・介護サービス等諸費 
1,354,295千円 

(1,350,709千円) 

加齢による病気等で要介護状態となり、入浴・

排せつ・食事等の介護、機能訓練、看護・療養

上の管理等の医療が必要な人に対してサービス

を提供する。 

 

2款 保険給付費  2項 審査支払手数料  1目 審査支払手数料 

○審査支払手数料 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・審査支払手数料 
817千円 

(817千円) 

介護給付費請求書の審査支払事務を愛知県国民

健康保険団体連合会に委託する。 
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2款 保険給付費  3項 高額介護サービス等費  1目 高額介護サービス等費 

○高額介護サービス等費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・高額介護サービス等費 
37,236千円 

(31,092千円) 

要介護者等が１カ月に支払った利用者負担が、

所得区分に応じて、世帯単位および個人単位で

負担限度額を超えたとき払い戻す。 

 

2款 保険給付費  4項 高額医療合算介護サービス等費 

  1目 高額医療合算介護サービス等費 

○高額医療合算介護サービス等費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・高額医療合算介護サー

ビス等費 

4,300千円 

(3,264千円) 

世帯の１年間の介護保険の利用者負担額と医療

保険・後期高齢者医療の一部負担金等を合算し

た額が、所得区分に応じて、世帯の負担限度額

を超えたとき払い戻す。 

 

2款 保険給付費  5項 特定入所者介護サービス等費   

1目 特定入所者介護サービス等費 

○特定入所者介護サービス等費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・特定入所者介護サービ

ス等費 

43,320千円 

(45,120千円) 

低所得の要介護者が施設サービスや短期入所サ

ービスを利用したとき、食費・居住費について

補足給付として支給する。 

 

（３）地域支援事業費 

   地域支援事業費については、前年度当初４，０６７万２千円に対し、本年度当初９，

０７８万３千円とし、前年度当初対比１２３．２％（５，０１１万１千円）の増を計

上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 
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3款 地域支援事業費  1項 地域支援事業費  1目 地域支援事業費 

○介護予防・生活支援サービス事業費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・介護予防・生活支援 

サービス事業費 

57,713千円 

(15,242千円) 

要支援認定を受けた人や基本チェックリストで

該当とされた人を対象に、介護予防ケアマネジ

メントのもと、訪問型サービスや通所型サービ

スを提供するための経費を計上する。 

 

3款 地域支援事業費  1項 地域支援事業費  1目 地域支援事業費 

○一般介護予防事業費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般介護予防事業費 
1,629千円 

(552千円) 

第１号被保険者を対象に、介護予防の啓発を目

的として介護予防教室の開催や、地域介護予防

活動支援として地域における住民主体の介護予

防活動の育成・支援を行うための経費を計上す

る。また、健康生きがいづくり講座として、「は

つらつ体操教室」等の介護予防教室も開催する。 

 

3款 地域支援事業費  1項 地域支援事業費  1目 地域支援事業費 

○包括的支援事業費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・地域包括支援センター

運営委託料 

25,027千円 

(23,715千円) 

地域住民の心身の健康の保持と生活の安定のた

めに必要な援助を行うことにより、保健医療の

向上・福祉の増進を包括的に支援するため地域

包括支援センターの運営を委託する。 

 

3款 地域支援事業費  1項 地域支援事業費  １目 地域支援事業費 

○在宅医療・介護連携推進事業費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・在宅医療・介護連携推

進事業負担金 

5,477千円 

海部医療圏において在宅医療と介護の連携体制

を構築するため、７市町村（津島市、愛西市、

弥富市、あま市、大治町、蟹江町、飛島村）で

在宅医療・介護連携支援センターを設置し、運

営するための経費を負担する。 
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3款 地域支援事業費  1項 地域支援事業費  2目 審査支払手数料 

○審査支払手数料 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・審査支払手数料 

 

82千円 

(17千円) 

介護予防・日常生活支援総合事業費請求書の審

査支払事務を愛知県国民健康保険団体連合会に

委託する。 

 

（４）基金積立金 

   基金積立金については、前年度当初４万４千円に対し、本年度当初３３５万５千円

とし、前年度当初対比７，５２５％（３３１万１千円）の増を計上しました。 

 

（５）諸支出金 

   諸支出金については、前年度当初７６万２千円に対し、本年度当初５２万２千円と

し、前年度当初対比３１．５％（２４万円）の減を計上しました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介 護 保 険 特 別 会 計 

（介護サービス事業勘定） 
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１.予算規模 

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）の予算総額は、前年度当初１，７８４万

９千円に対し、本年度当初１，７０４万４千円とし、前年度当初対比４．５％（８０万

５千円）の減を計上しました。 

なお、予算積算時に用いた基礎数値の利用者人数は、地域密着型通所介護サービスを

要介護８人、地域支援事業通所型サービスを要支援９人としました。 

 

２．歳 入 

（１）サービス収入 

サービス収入については、地域密着型通所介護サービス費として７３１万９千円を

見込むなど、前年度当初１，７８４万円に対し、本年度当初１，３５３万６千円とし、

前年度当初対比２４．１％（４３０万４千円）の減を計上しました。 

（２）財産収入 

   財産収入については、前年度当初６千円に対し、本年度当初５千円とし、前年度当

初対比１６．７％（１千円）の減を計上しました。 

（３）繰入金 

   繰入金については、介護サービス事業準備基金から３５０万１千円を見込むなど、

前年度当初２千円に対し、本年度当初３５０万２千円とし、前年度当初対比３５０万

円の増を計上しました。 

（４）繰越金 

   繰越金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 
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３．歳 出 

（１）総務費 

   総務費については、前年度当初５３６万９千円に対し、本年度当初５２２万１千 

円とし、前年度当初対比２．８％（１４万８千円）の減を計上しました。 

 主な事業は、次のとおりです。 

1款 総務費  1項 施設管理費  1目 一般管理費 

○在宅老人デイサービスセンター管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・在宅老人デイサービス 

センター管理費 

686千円 

(874千円) 

在宅老人デイサービスセンターの施設管理に係

る経費を計上する。 

 

（２）サービス事業費 

   サービス事業費については、前年度当初１，２４７万２千円に対し、本年度当初１， 

１８１万６千円とし、前年度当初対比５．３％（６５万６千円）の減を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

2款 サービス事業費  1項 居宅サービス事業費   

1目 居宅介護サービス事業費 

○在宅老人デイサービスセンター居宅介護サービス事業費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・在宅老人デイサービス 

 センター居宅介護 

 サービス事業費 

11,816千円 

(12,472千円) 

在宅老人デイサービスセンターの運営に係る経

費を計上する。 

 

（３）基金積立金 

基金積立金については、前年度当初７千円に対し、本年度当初６千円とし、前年 

度当初対比１４．３％（１千円）の減を計上しました。 

 

（４）諸支出金 

   諸支出金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共下水道事業特別会計 
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１．予算規模 

公共下水道事業特別会計の予算総額は、前年度当初５億４，８０８万３千円に対し、

本年度当初５億３，０７７万３千円とし、前年度当初対比３．２％（１，７３１万円）

の減を計上しました。 

 

２．歳 入 

（１）分担金及び負担金 

   分担金及び負担金については、下水道事業受益者負担金として、前年度当初４８０

万１千円に対し、本年度当初５５０万１千円とし、前年度当初対比１４．６％（７０

万円）の増を計上しました。 

（２）使用料及び手数料 

   使用料及び手数料については、前年度当初３，８０６万６千円に対し、本年度当初

４，３３９万４千円とし、前年度当初対比１４．０％（５３２万８千円）の増を計上

しました。 

（３）国庫支出金 

   国庫支出金については、社会資本整備総合交付金として、前年度当初８，１５０万

円に対し、本年度当初９，２００万円とし、前年度当初対比１２．９％（１，０５０

万円）の増を計上しました。 

（４）繰入金 

   繰入金については、一般会計繰入金として、前年度当初１億５，２０１万２千円に

対し、本年度当初１億５，８８７万４千円とし、前年度当初対比４．５％（６８６万

２千円）の増を計上しました。 

（５）繰越金 

   繰越金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

（６）諸収入 

   諸収入については、前年度当初と同額の１，０００万３千円を計上しました。 

（７）町債 

   町債については、公共下水道事業費に係る公共下水道債として１億８，１６０万円、

流域下水道事業建設負担金に係る流域下水道債として２，６００万円、公営企業会計

移行業務に係る公営企業会計適用債として１，３４０万円を見込み、前年度当初２億

６，１７０万円に対し、本年度当初２億２，１００万円とし、前年度当初対比１５．

６％（４，０７０万円）の減を計上しました。 
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３．歳 出 

（１）総務費 

下水道事業に係る事務に必要な経費として、前年度当初１億２，９２０万３千円に

対し、本年度当初１億３，０５８万８千円とし、前年度当初対比１．１％（１３８万

５千円）の増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

1 款 総務費  1 項 総務管理費  1 目 一般管理費 

  ○下水道総務事務費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

 ・公営企業会計移行業務

委託料 

13,479千円 

(9,000千円) 

公営企業会計への移行に伴い、会計システムの

構築、条例・規則の整備、予算編成等の検討を

行う。 

・日光川下流流域下水道 

事業建設負担金 

26,113千円 

(37,548千円) 

日光川下流流域下水道の建設費（管渠等）を関

連市町（津島市、愛西市、弥富市、あま市、大

治町、蟹江町）が負担する。 

 

1 款 総務費  1 項 総務管理費  2 目 維持管理費 

○維持管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・下水道処理委託料 
102千円 

(102千円) 

名古屋市に隣接する区域において、下水道の処

理を名古屋市上下水道局へ委託する。 

・日光川下流流域下水道 

維持管理費負担金 

45,820千円 

(41,940千円) 

愛知県が管理する日光川下流流域下水道の維持

管理費に必要な経費を関連市町が負担する。 

・下水道使用料徴収 

事務費負担金 

2,805千円 

(2,833千円) 

下水道使用料の徴収事務を名古屋市上下水道局

へ委託しているため、その事務処理にかかる費

用を負担する。 

 

（２）下水道事業費 

   公共下水道事業に係る事業に必要な経費として、前年度当初３億１，５６０万１千

円に対し、本年度当初２億９，０９２万１千円とし、前年度当初対比７．８％（２，

４６８万円）の減を計上しました。 

  主な事業は、次のとおりです。 
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2 款 下水道事業費  1 項 下水道事業費  1 目 下水道事業費 

○下水道事業 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・公共下水道実施設計 

 業務委託料 

32,400千円 

(17,500千円) 

下水道管渠の敷設工事に必要な基本設計及び詳

細設計を行い、工事に必要な設計図書等を作成

する。 

・物件調査業務委託料 
520千円 

(2,300千円) 

下水道管渠の敷設工事により、影響範囲の家屋

等を調査する。 

・公共下水道工事費 
230,000千円 

(191,000千円) 

下水道管渠の敷設工事及び前年度以前に管渠敷

設施工した箇所の舗装復旧工事を実施する。 

・物件移転補償費 
28,000千円 

(104,800千円) 

下水道管渠の敷設工事により支障となる、水道

管及びガス管等の移設費用。 

 

（３）公債費 

   前年度当初１億３２７万８千円に対し、本年度当初１億９２６万３千円とし、前年

度当初対比５．８％（５９８万５千円）の増を計上しました。 

 

（４）諸支出金 

   諸支出金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

後期高齢者医療特別会計 
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１．予算規模 

後期高齢者医療特別会計の予算総額は、前年度当初５億４，３８０万８千円に対し、

本年度当初５億６，９１５万３千円とし、前年度当初対比４．７％（２，５３４万５千

円）の増を計上しました。 

なお、この予算積算時に用いた基礎数値は、被保険者数を３，２２６人としました。 

 

２．歳 入 

（１）保険料 

  保険料については、前年度当初２億５，６１８万４千円に対し、本年度当初    

２億６，８３１万円とし、前年度当初対比４．７％（１，２１２万６千円）の増を計

上しました。 

（２）繰入金 

  繰入金については、療養給付費繰入金として２億１，８７２万４千円、広域連合事

務費繰入金として９２０万円、保険基盤安定繰入金として５，３００万円を見込むな

ど、前年度当初２億７，５４５万１千円に対し、本年度当初２億８，７３４万６千円

とし、前年度当初対比４．３％（１，１８９万５千円）の増を計上しました。 

（３）諸収入 

   諸収入については、前年度当初１，２１７万２千円に対し、本年度当初１，３４９

万６千円とし、前年度当初対比１０．９％（１３２万４千円）の増を計上しました。 

   主なものとして、受託事業収入については、前年度当初１，１０３万８千円に対し、

本年度当初１，２１１万７千円とし、前年度当初対比９．８％（１０７万９千円）の

増を計上しました。 

 

３．歳 出 

（１）総務費 

  前年度当初２４５万８千円に対し、本年度当初２５２万８千円とし、前年度当初対

比２．８％（７万円）の増を計上しました。 

（２）広域連合納付金 

   前年度当初５億２，５７８万６千円に対し、本年度当初５億４，９２３万６千円と

し、前年度当初対比４．５％（２，３４５万円）の増を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 
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2款 広域連合納付金  1項 後期高齢者医療広域連合納付金 

  1目 後期高齢者医療広域連合納付金 

〇後期高齢者医療広域連合納付金 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・保険料等負担金 
321,312千円 

(305,186千円) 

愛知県後期高齢者医療広域連合へ徴収した保険

料等を負担する。 

・療養給付費負担金 
218,724千円 

(213,600千円) 

愛知県後期高齢者医療広域連合へ後期高齢者医

療制度の医療にかかる費用のうちの公費（町）

分を負担する。 

・広域連合事務費負担金 
9,200千円 

 (7,000千円) 

愛知県後期高齢者医療広域連合の運営に係る事

務費を構成市町村で負担する。 

 

（３）保健事業費 

   前年度当初１，５０８万３千円に対し、本年度当初１，６７２万８千円とし、前年

度当初対比１０．９％（１６４万５千円）の増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

3款 保健事業費  1項 健康診査等事業費  １目 健康診査等事業費 

  〇健康診査等事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・集団健康診査等事業 

委託料 

684千円 

  (516千円) 

健康診査等事業費のうち、保健センターで集団

受診する場合の健康診査業務を委託する。 

・個別健康診査等事業 

委託料 

13,999千円 

 (12,865千円) 

健康診査等事業費のうち、指定医療機関で個別

受診する場合の健康診査業務を委託する。 

  

・人間ドック検査委託料 

 

1,099千円 

  (810千円) 

疾病の早期発見及び健康維持のため、被保険者

の人間ドック事業を実施する。 

 

 


